
新型コロナウィルス感染症に係る栃木県内ＮＰＯ等支援のためのアンケート結果 

報告書 

 

２０２０年５月２６日  

とちぎボランティアＮＰＯセンター  

 

１ 調査の概要 

(1) 目 的 

    新型コロナウィルス感染症の感染拡大に伴い、栃木県内の社会貢献活動団体がどの 

  ような影響を受けたのかを把握し、今後の支援につなげていくことを目的とする。 

(2) 実施方法 

   とちぎボランティアＮＰＯセンターのホームページ上にアンケートを掲示し、回収。 

ア 対象団体：栃木県内のＮＰＯ法人及び社会貢献活動団体 

イ 実施期間：２０２０年４月２５日（土）～５月７日（木） 

ウ 調査項目 

① 新型コロナウィルス感染症による団体への影響 

② 必要な支援 

③ 感染拡大を防止し、参加者の健康を守るための取組 

④ 新型コロナ感染症に対抗する新たな事業や取組 

⑤ 感染拡大に伴う活動の悩みや懸念 

(3) 有効回答数：７２件 

 

２ アンケート結果 

(1) 新型コロナウィルス感染症による団体への影響 

・「影響が出ている」79.2％、「今後影響があると思う」11.1％ 

    ＜影響の内容＞「事業・活動の減少」82.8％、「運営スタッフ確保困難」17.2％、 

          「事業・活動の増加」10.9％ 

   ＜事業費の減額等＞平均 約 279万円、最大 1,500万円、最小 5万円 

(2) 必要な支援 

・「情報提供」47.0％、「資金支援」39.4％、「各種支援手続きのサポート」25.8％ 

(3) 感染拡大を防止し、参加者の健康を守るための取組 

  ・「マスク着用・アルコール消毒等」67.6％、「会議やイベントの延期や代替え」62.2％、 

「活動・事業の休止」59.5％ 

(4) 新型コロナ感染症に対抗する新たな事業や取組 

・「行政等と連携」69.4％、「同様の活動分野の団体等と連携」38.9％、 

「同じ地域内の団体等と連携」25.0％ 



アンケート結果

栃木県内ＮＰＯ等の新型コロナウイルス感染症の
感染拡大への対応及び影響に関するアンケート

調査期間：令和2年4月25日～5月7日
有効回答数：72件

とちぎボランティアＮＰＯセンター ぽ・ぽ・ら
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１-１ 影響の内容について ※複数回答可(N=64)
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１－３減少した（すると見込まれ
る）収入額はどのくらいですか？

単位：円(N=21)
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補助金の減額や返還」にチェック
した方にお聞きします。
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２ どのような支援が必要ですか？ ※複数回答可(N＝66)
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３ 感染拡大を防止し、参加者の健康を守るため
にどのような取組を行っていますか？ ※複数回答可(N＝74)
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４ 自由記述の主な内容
現状
・事業・活動を中止している。（27件）
・事業・活動の中止、減少により資金不足が深刻である。(13件)

・事業方法や再開の今後の見通しが立たない。(8件)

・会員・活動者のモチベーション低下が心配である。(14件)

・つながりの希薄化が心配である。(3件)

取組み
・感染防止対策をとった。(7件)

・オンラインツールの活用している。(14件)

・コロナ問題に対し、新たな取り組みを始めた。(6件)
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５-1 活動分野 ※複数回答可(N＝69)
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５-2 活動地域
※複数回答可(N＝71)
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インド UP州



６ まとめ
・集まれない、つながれないために、「活動ができない」、「計
画が立てられない」等の状態になり、今後の取組に大きな不安
を持っている団体がある。

・会員や活動者が集まれない（ひと）、事業・活動が行えない
（こと）、資金等が確保できない（もの）等になり、継続も懸
念される団体がある。

・一方で、オンラインツールの活用や感染防止策の取り組みを積
極的に行うなど前向きの取組も目立つ。

・必要とされる支援では、情報、資金、手続きサポートだった。
・情報では、持続化給付金などの実益のある「情報」、さらに不
安を払拭し希望の持てる「情報」が大切である。


